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船橋市地方卸売市場使用料等滞納整理事務処理要領 

 

（目的） 

第１条  この要領は、船橋市地方卸売市場業務条例（令和２年船橋市条例第１７

号。）第６４条第１項に規定する市場の使用料及び同条第２項に規定する電力、

ガス、水道等の費用（以下「使用料等」という。）の滞納整理事務に関する必要

な事項を定め、公正かつ円滑な事務の執行を図ることを目的とする。 

 

（督促）  

第２条 使用料等が納期限までに納付されないときは、船橋市債権管理条例施行

規則（平成２３年船橋市規則第７８号）第５条の規定に基づき、納入義務者に

対して当該納期限後３０日以内に督促状（第１号様式）を送付しなければなら

ない。 

 

（納付指導） 

第３条 使用料等の滞納月数が２ヶ月分以上となった場合は、速やかに訪問によ

り納付指導を行う。 

 

 （催告） 

第４条 原則として、毎年度６月１日、１０月１日、２月１日を基準日とし、第２

条の規定による督促および第３条の規定による納付指導後も、なお使用料等が

納付されない場合は、催告書（第２号様式）を送付する。 

 

（業務指導） 

第５条 市長は、滞納業者の経営状況の把握に努め、滞納となった使用料等が速や

かに納付されるよう、経営上必要な指導を実施する。 

 

（滞納整理促進ヒアリング） 

第６条 原則として、毎年８月１日を基準日として、基準日現在で使用料等の滞納

月数が３ヶ月分以上の者に対し滞納整理促進ヒアリング（以下「促進ヒアリン

グ」という。）を実施する。促進ヒアリングを実施する場合は、呼出状（第３号

様式）を送付して通知するものとする。 

２ 促進ヒアリングにおいては滞納理由等を聴取し、債務の承認及び納付誓約書

（第４号様式）を提出させるものとする。 

 

（滞納整理委員会） 
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第７条 滞納業者への対策を公正かつ円滑に行なうため、市場内に滞納整理委員

会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会の委員は、地方卸売市場長及び次に掲げる者をもって充てる。 

(1)総務課長、主幹、課長補佐、副主幹、経理・計画係長、業務・管理係長及び

施設係長 

(2)その他総務課長が必要と認める者 

３ 委員会に委員長及び、副委員長を置き、次に掲げる者をもって充てる。 

 (1) 委員長 地方卸売市場長 

 (2) 副委員長 総務課長 

４ 委員長は、次の各号のいずれかに該当する場合に委員会を開催するものとす

る。 

(1) 促進ヒアリングの呼出しに応じない場合 

(2) 誠実に納付誓約の履行がされていない場合 

(3) その他必要と判断された場合 

５ 委員会は、滞納業者に対する監督処分、使用指定期間の短縮又は訴えの提起等

について審議する。 

６ 委員会の会議は委員長が招集し、委員長が議長となり議事を整理する。ただ

し、委員長に事故ある時は、委員長があらかじめ指名する委員が職務を代行す

る。 

７ 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

８ 委員会は、委員長が必要と認めるときは、委員以外の出席を求め、意見を聴く

ことができる。 

９ 委員会の庶務は、総務課経理・計画係において処理する。 

 

（保証金の充当） 

第８条 委員会において滞納使用料等に保証金を充当することが必要と審議され

た場合には、滞納業者に対して保証金の充当を行なう旨を保証金充当予告書（第

５号様式）により通知する。 

２ 充当予定日は、保証金充当予告書を送付した日の翌日から起算して１４日を

経過した日から３０日までの範囲内で定める。 

 

（保証金の追加預託） 

第９条 前条の規定に基づき保証金の充当を行ったときは、滞納業者に対して保

証金の充当を行った旨を保証金充当通知書兼保証金追加預託指示書（第６号様

式）により通知する。 

２ 保証金の追加預託期限は、保証金を充当した日の翌日から起算して１月後と

する。ただし、その日が市場が指定する出納取扱金融機関及び収納取扱金融機関
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の休業日に当たる場合には、当該金融機関の翌営業日を納付期限とする。 

３ 前項に規定する保証金の追加預託期限までに追加預託がされない場合は、業

務が行えなくなる旨を最終通告書（第７号様式）により通知する。 

 

（その他） 

第１０条 この要領に定めるもののほか、使用料等の滞納整理については、船橋市

債権管理条例施行規則（平成２３年９月３０日規則第７８号）の規定を準用す

る。 

 

附 則 

（施行期日） 

１  この要領は、平成２１年４月１５日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１  この要領は、平成２４年７月１０日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１  この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１  この要領は、平成２７年２月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１  この要領は、平成２７年６月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１  この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１  この要領は、令和２年６月２１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１  この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１  この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 
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（施行期日） 

１  この要領は、令和７年４月１日から施行する。 
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第１号様式 

                船市総第       号 

   年  月  日  

 

          様 
 

船橋市長 
 

督  促  状 
 

下記の使用料等が未納となっておりますので、下記の指定期限ま

でに、先にお送りした納付書で納付して下さい。 

 

記 

１．年 度           年度 

２．月 別      月分 

３．指定期限        年  月  日 

４．滞納額            円 

 

使
用
料
等 

の 

内 

訳 

金額 納付書番号 

売上高割使用料※         円  

施設使用料※         円  

電気料等         円  

 

この督促状は    年  月  日現在の収納状況にて作成して

います。既に納付されている場合は、行き違いですのでご了承下さい。 

 
※売上高割使用料及び施設使用料について 

この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算して3月

以内に、市長に対して審査請求をすることができます。 

 処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌

日から起算して6月以内に、市を被告として（訴訟において市を代表する者は、市長となりま

す。）提起することができます。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審

査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

① 審査請求があった日の翌日から起算して3月を経過しても裁決がないとき。 

② 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要がある

とき。 

③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

 

                 連絡先 

船橋市地方卸売市場 総務課  
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第２号様式 

                船市総第       号 

  年  月  日  

 

         様 

 

船橋市長 

 

 

催  告  書 

 

 使用料等について、督促を行ってきましたが、未だ納付されており

ません。 

 下記指定期限までに、一括納付または納付相談の上、「債務の承認及

び納付誓約書」を提出して下さい。 

  

 

 

記 

 

指 定 期 限     年  月  日 

滞 納 額              円 （内訳は別紙のとおり） 

 

 この催告書は    年  月  日現在の収納状況にて作成し

ています。既にお支払いいただいている場合は、行き違いですのでご

了承下さい。 

 

                 連絡先 

船橋市地方卸売市場 総務課  
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第３号様式 

                船市総第       号 

   年  月  日  

 

               様 

                          

船橋市長 

 

 

呼 出 状 

 

 あなたは、再三の督促・催告にもかかわらず使用料等を滞納してお

り、未だに納付されておりません。 

つきましては、当該使用料等の滞納理由及び今後の納付計画につい

て聴き取りをしたいので、下記により必ず来場して下さい。 

 なお、この通知が届いた時点で既に納付されている場合は、行き違

いですのでご了承下さい。 

 

記 

 

１．日時      年  月  日 午前・午後  時  分 

 

 ２.  場所    

 

 ３.  その他 

               

 

連絡先 

船橋市地方卸売市場 総務課 



8 

 

第４号様式 

債務の承認及び納付誓約書 

年  月  日  

  船橋市長 あて 

  

債務者 

住所 

氏名                 印 

電話 

勤務先 

勤務先住所 

勤務先電話 

代理人 

住所 

氏名                 印 

電話 

勤務先 

 

 私は、債務の履行期限の延長を受けたいので、次の債務及び債務に係る特約条件を承認し、

納付計画に基づき履行することを誓約します。 

債
務
の
内
容 

債務名  

債務額  

内訳 元本金額  

延滞金又は遅

延損害金の額 (令和  年  月  日現在) 

履行延期を必要とする理由  

納付計画  

特約条件 (1) 債権の保全上必要があると市長が認める場合において、市長の求めに応

じて業務又は財産の情報について報告し、又は資料を提出すること。 

(2) 市の保有する当該債務者の情報のうち、債権の管理のために必要な情報

を市長が利用することについて、承諾すること。 

(3)  市の保有しない当該債務者の情報のうち、債権の管理のために必要な

情報につき市長が官公署に対し必要な文書の閲覧若しくは資料の提供を

求め、又は銀行、信託会社、生命保険会社その他の機関若しくは当該債務

者の雇用主その他の関係人に対して調査し、当該情報を利用することに

ついて、承諾すること。 

(4) 債権の全部又は一部について、法令又は契約に定めるもののほか、次に

掲げる場合には、履行延期の特約等を解除し、又は取り消し、履行期限を

繰り上げることができること。 

 ア 債権の金額を分割して履行期限を延長する場合において、債務者が分

割された金額についてその延期に係る履行期限から2月を経過した後に

おいてもなお履行しないとき。 

 イ 債務者が、故意に財産を隠匿し、損壊し、若しくは処分したとき又は

そのおそれがあると認められるとき。 

 ウ 債務者が当該履行延期の特約等に付された条件に従わなかったとき。 

 エ 債務者の資力の状況その他事情の変化により、当該履行延期の特約等

によることが不適当であると認められるとき。 
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第５号様式 

 

船市総第      号 

  年  月  日 

 

 

           様 

 

 

船橋市長 

 

保証金充当予告書 

 

 あなたが滞納されている下記使用料等について、   年 月 日まで

に納付がない場合は、船橋市地方卸売市場業務条例(令和２年船橋市条例

第１７号。以下「条例」という。)第１３条第１項、第２５条第２項、第

３６条第２項、第５８条第５項の規定により、あなたが預託している保証

金を滞納使用料等に充当しますので、ここに予告します。 

 充当を行った場合には、条例第１２条第１項、第２５条第２項、第３６

条第２項、第５８条第５項の規定により、充当金額に相当する額の保証金

を追加預託して頂く必要があります。 

 また、追加預託の期限までに預託のない時は、期限の翌日以降追加預託

が完了するまでの間は、条例第１２条第２項、第２５条第２項、第３６条

第２項、第５８条第５項の規定により業務を行うことが出来なくなります

ので予め申し添えます。 

 

 

記 
 

  １ 使用料等滞納額                円 

  ２ 預託を受けている保証金額            円 

  ３ 保証金のうち充当予定額             円 

  ４ 充当予定日  (    年  月  日)  

 

 

 

                  連絡先 

                  船橋市地方卸売市場  総務課   
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第６号様式 

 

船市総第      号 

  年  月  日 

 

 

           様 

 

 

船橋市長 

 

保証金充当通知書兼保証金追加預託指示書 

 

    年 月 日付け、船市総第     号、保証金充当予告書によ

り通知した下記使用料等について、   年 月 日までに納付がありま

せんでしたので、船橋市地方卸売市場業務条例(令和２年船橋市条例第１

７号。以下「条例」という。)第１３条第１項、第２５条第２項、第３６

条第２項、第５８条第５項の規定により、あなたが預託していた保証金を

滞納使用料等に充当したので、通知します。 

 つきましては、条例第１２条第１項、第２５条第２項、第３６条第２

項、第５８条第５項の規定により、充当した金額に相当する額の保証金を

下記の期限までに、同封の納入通知書兼領収書により追加預託して下さ

い。 

 なお、期限までに預託がない場合は、期限の翌日以降追加預託が完了す

るまでの間は、条例第１２条第２項、第２５条第２項、第３６条第２項、

第５８条第５項の規定により業務を行うことは出来ません。 

 

記 

 

１．使用料等滞納額              円 

 ２．保証金を充当した日       年  月  日（  ） 

 ３．保証金のうち充当した額           円 

 ４．追加預託が必要な金額            円 

 ５．追加預託納付期限        年  月  日（  ） 

 

 

 

                   連絡先 

                   船橋市地方卸売市場 総務課  
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第７号様式 

 

船市総第      号 

  年  月  日 

 

 

           様 

 

 

船橋市長 

 

 

最終通告書 

 

 

    年 月 日付け、船市総第    号、保証金充当通知書兼保証

金追加預託指示書により、保証金の追加預託をするよう指示しましたが、

期限までに納付されておりません。 

 船橋市地方卸売市場業務条例の規程違反となり、追加預託が完了するま

では、業務を行なうことができませんので通告します。 

 なお、追加預託がない場合は、監督処分等の措置を行うことがあります

ので、申し添えます。 

 

 

 

 

 

 

 

                  連絡先 

                  船橋市地方卸売市場 総務課  

 


